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世界各国の資産格差の要因分析 

鈴　木  孝　弘
田　辺  和　俊 

　グローバル化の進展とともに，これまで所得の格差が世界的に問題視されてきたが，Piketty は
今後，世界的に富裕層に資産が集中する結果，中産階級が消滅し，格差問題としては所得の格差以
上に富，資産の格差が重大になると警告した。しかし，これまでのところ資産格差の実態とその原
因に関しては不明な点が多い。本稿では世界の主要国の資産格差の推移の分析，および途上国を含
めた175 カ国について資産格差と各種要因との相関分析を行った。その結果，Piketty が導いた「資
産格差は所得格差より常に大きい」という結論を実証することができた。さらに，所得格差や貧困
率，殺人発生率等，幾つかの要因が資産格差と統計的に有意な相関を示すことを見出した。
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ないことがある。
　世界の資産格差という場合，国家間の格差と国
内の格差とがあるが，本稿では各国における国内
での資産格差を取り上げる。また，資産に関して
は，総資産，金融資産，非金融資産，実物資産，
固定資産，純資産等の定義があるが，本稿では，
実物資産（土地，住宅，耐久消費財等）と，金融
資産（現金，預貯金，有価証券，保険・年金，ゴ
ルフ会員権等）を合算した総資産から負債（借金，
ローン，分割払い等）を差し引いた純資産に関す
る格差を議論する。
　資産格差を表す指標のうち，所得格差の指標と
しても最も多く利用されるジニ係数は，中間層の
格差が重視され，貧困層や富裕層の実態を把握し
にくいという難点がある。そのため，貧困問題の
場合には低所得層の比率を強調できる貧困率が多
く用いられ，同様に，資産格差の場合は富裕層の
資産保有率を表す指標の方が望ましいとされる。
富裕層の実態を強調できる指標として，Piketty1)

は資産の上位 1%あるいは 10%の富裕層が保有す
る資産の比率を，また，Murtinら5)は資産分布の
平均値と中央値の比を用いている。しかし，今の
ところジニ係数以外には，世界中の多数の国にお
ける資産格差を示すデータが見当たらないため，
本稿ではジニ係数を用いて資産格差の分析を行っ
た。
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1  は じ め に 

　近年，出版された Piketty の著書 1）は経済的格
差に関する世界的なセンセーションを引きおこし
た。従来，格差といえば所得の格差に焦点が当た
り，所得格差やそれに伴う貧困に関して理論的お
よび実証的研究が行われ，格差解決の政策が議論
されてきた。しかし，Piketty は過去 200 年以上
の各国の資産や所得のデータを分析し，今後，世
界的に資産が富裕層に集中する結果，中産階級が
消滅していくと予測した。さらに，格差問題の解
決には所得の格差以上に富，資産の格差が重大で
あり，その是正には累進的な富裕税を世界規模で
導入する必要があると警告した。
　しかし，所得格差と比較して資産格差に関して
はこれまで十分な研究は行われていない。所得格
差と貧困についてはそれぞれ 100 報以上の論文
が発表されているが，資産格差の実態あるいは要
因の解明に関する研究はきわめて少ない 2-4)。そ
の理由の 1 つには，資産格差の実態を表すデー
タが所得格差や貧困率のデータと比較して十分で
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Piketty の「資産格差は所得格差より常に大きい」
という結論は実証できたといえよう。
　一方，Piketty のもう 1 つの結論「資本収益率
と経済成長率の間のギャップが大きくなるほど経
済的格差が社会的に広まり，富の大部分を富裕層
が独占する傾向が高まる」についての実証は困難
である。この結論には多くの経済学者が異論を唱
えており，彼の資本収益率の定義や算出方法が不
明確なことも議論を呼んでいる。伊東 8)は彼の資
本収益率は資産増加率と解釈すべきであり，また，
資産の増加は富裕層で著しいことから，資産増加
率は資産格差と相関があるとしている。
　そこで，Piketty の 2 番目の結論については，
世界の各国についてのデータが見当たらない資本
収益率の代わりに，資産格差ジニ係数を用いて主
要 5カ国の経済成長率（図 1）との関係を分析し
た結果を表 1 に示す。50 年間に資産格差が最大
の伸びを示している米国では，1961 年から 2013 
年の間にジニ係数は 0.803 から 0.871 へと 8.5%
も増加したが，平均経済成長率は 2.5%に過ぎず，
Pikettyの結論が成立している。一方，日本では
ジニ係数は 0.562 から 0.571 へとわずか 1.6%の
増加に過ぎないが，平均経済成長率は 4.6%であ
り，彼の結論は成立しない。英，独，仏の 3 国
では資産格差のジニ係数はいずれも減少したが，
平均経済成長率は 2～3%前後であり，やはり彼
の結論は成立していない。
　Piketty は「資本収益率は経済成長率を超える
傾向がある」という結論を経験的に引き出すため
に， 100 年以上にわたる長期の世界各国の経済
データを分析している。したがって，本稿のよう
に最近のわずか 50 年程度のデータだけで彼の結
論を実証することはできないのは当然であり，資
産格差や関連する諸要因のデータ不足が実感され
た。

2  主要国の資産と所得の格差の推移 

　Piketty は世界の富の大部分を富裕層が独占し
ている原因について，過去 1 世紀以上における
世界の所得と富の分布の変遷を統計分析し，幾つ
かの注目すべき結論を引き出している。本稿では，
日，米，英，独，仏の主要 5 カ国について過去 
50 年のデータを用いて検証を試みた。
　主要 5 カ国の資産格差のジニ係数と所得差の
ジニ係数の推移をプロットしたものを図 1 に示
す。注目すべき点は，米国の資産と所得の格差の
継続的拡大であり，特に富裕層の資産保有率増大
が顕著である 6)。1962 年（ジニ係数 0.803）には
資産額上位 5%の超富裕層が 55%の資産を保有し
ていたが，2013 年（ジニ係数 0.871）には 65%へ
急増している。反面，上位 5～20%の富裕層でさ
え保有率は 26%から 24%と低下し，それ以下の
中間層と貧困層は19%から 11%へと大きく減少し
ている。この超富裕層への資産の集中は所得の保
有率でも同様であり，1962 年（ジニ係数 0.428）
の 20%から，2013 年（ジニ係数 0.574）の 36%
へ急増している。
　一方，他の 4 カ国の資産格差と所得格差の推移
は，米国の場合とは対照的である。日本の資産格
差は 1990 年前後のバブル期を除けば，1960 年代
以降，現在までほぼ停滞状態にある。日本の上位
10%の富裕層の資産保有率は 40%水準であり 7），
米国と比べて大幅に低い。所得格差も 1960 年代
から多少の変動を示した後，2000 年代以降は停
滞状態にある。また，英，独（西ドイツ時代と統
一ドイツ以降），仏の 3 カ国では，資産格差のジ
ニ係数が 1960 年代から 1990 年頃にかけて大き
く減少しているが，これは欧州各国で導入された
富裕税の効果と考えられる。しかし，新自由主義
が導入され，富裕税が撤廃された 1990 年代以降
は各国とも資産格差は停滞または微増状態にあ
る。所得格差のジニ係数は米国や日本に比べると
変化は小さい。 
　このように，主要 5 カ国では，資産と所得の
格差の推移に大きな違いはあるものの，表 1 に
示すように，最近の 50 年において，資産格差は
所 得 格 差 よ り 大 幅 に 大 き い。 し た が っ て，
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図 1. 過去 50 年間の主要 5 カ国の資産格差と所得格差のジニ係数，および経済成長率の推移
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表 1. 主要 5 カ国の資産格差と所得格差のジニ係数，および経済成長率の推移

日本 米国 英国 ドイツ フランス 

資産格差のジニ係数 60 年代 0.807  0.562  0.810    
 70 年代  0.536  0.760  0.748  0.810  
 80 年代 0.816  0.585  0.650  0.685  0.690  
 90 年代 0.824  0.542  0.645  0.631  0.640  
 00 年代 0.830  0.564  0.690   0.640  
 10 年代 0.869     0.650  

所得格差のジニ係数 60 年代 0.449  0.361     
 70 年代  0.334  0.269  0.309  0.320  
 80 年代 0.501  0.343  0.309  0.328  0.285  
 90 年代 0.526  0.383  0.344  0.334  0.282  
 00 年代 0.556  0.397  0.337  0.343  0.285  
 10 年代 0.574  0.395  0.351   0.299 

資産格差の増減率(%)  1.60  8.47  -17.28  -14.44  -19.75  
平均経済成長率(%)  4.60  2.48  1.61  2.02  2.67  

表 2. 資産格差のジニ係数と各種要因との相関係数

分野 要因 相関係数 分野 要因 相関係数

経済 所得格差のジニ係数 0.607** 政治・社会 殺人発生率 0.402** 
 GpC（1 人当たりの GDP） -0.375**  政府安定性 -0.291**

経済成長率 -0.149*  軍事費# -0.253**
貧困率 0.453**  兵士数# -0.197**
失業率 0.254**  自殺率 -0.114 

平均賃金 -0.189* 教育・文化 教育費# -0.255**
起業手続時間 0.180*  大学進学率 -0.265**
税収# -0.368**  リテラシ -0.196**
所得税（最高） 0.088  就学年数 -0.227**
法人税（最高） 0.211**  知能指数（IQ） -0.377**
株式税（最高） -0.037  インターネット利用率 -0.342**
相続税（最高） -0.073  PC 利用率 -0.198**

産業・資源 工業付加価値# -0.313** 医療 医療費# -0.195* 
サービス付加価値# -0.225**  医師数# -0.352**
石油生産高# -0.253**  病床数# -0.389**
天然ガス生産高# -0.258**  平均寿命 -0.348 **
鉄鉱生産高# -0.160*  エイズ死亡率 0.386** 
農業付加価値# -0.277**  結核死亡率 0.348** 
農業従事者率 0.268**  肺炎死亡率 0.289** 
農地面積# 0.105  マラリア死亡率 0.190* 

# 国民 1 人当たり，** 危険率 1%有意，* 危険率 5%有意。
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3  多数国の資産格差の要因分析 

　次に，世界 175 カ国について資産格差に影響
する要因の分析を行った。この 175 カ国には先
進国から途上国まで多様な経済発展の国が，また
世界中の各地域の国が含まれているため，この要
因分析の結果は一般性の高いものになると期待さ
れる。この 175 カ国の資産格差のジニ係数は 
Davies ら 9)のデータを採用したが，このデータ
は 2000 年時点であるため，資産格差の要因分析
には古い。しかし，これ以外には多数国のデータ
がないため，この資産格差および各種要因は 
2000 年時点のデータを利用せざるを得なかった。
経済，産業・資源，政治・社会，教育・文化，医
療の分野の主な要因と資産格差との相関分析の結
果を表 2 に示す。　

3.1 経済分野の要因 
　各種の要因の中では資産格差のジニ係数と所得
格差のジニ係数の相関が注目される。175 カ国の
2000 年時点における資産格差と所得格差のジニ
係数との相関は図 2 に示すようになり，相関係
数0.607 は検討した要因の中では最も高い。この 
175カ国のすべてにおいて資産格差が所得格差よ
り大きいことから，Piketty の「資産格差は所得
格差より常に高い」という結論がここでも実証で
きた。
　貧困率（図 3）と資産格差のジニ係数との相関
係数 0.453 は所得格差ジニ係数に次いで高いが，

失業率の相関係数は 0.254 と低く，各国の平均賃
金との相関係数も-0.189 とさらに低い。しかし，
これらの要因の相関係数の符号からは，賃金が低
く，失業率や貧困率が高い国ほど資産格差が大き
い傾向があると言える。

4
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係数 0.453 は所得格差ジニ係数に次いで高いが，

失業率の相関係数は 0.254 と低く，各国の平均賃

金との相関係数も-0.189 とさらに低い。しかし，

これらの要因の相関係数の符号からは，賃金が低

く，失業率や貧困率が高い国ほど資産格差が大き

い傾向があると言える。
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差のジニ係数との相関係数は図 4 のように-0.375

と高くない。GpC が多い国は所得，したがって資

産も多く，その結果，資産格差も大きいと思われ

るが，負の相関が見られるのは意外である。
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経済成長率は上記のように Piketty の著書の中
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から途上国まで多様な経済発展の国が，また世界

中の各地域の国が含まれているため，この要因分

析の結果は一般性の高いものになると期待される。
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であるため，資産格差の要因分析には古い。しか

し，これ以外には多数国のデータがないため，こ

の資産格差および各種要因は 2000 年時点のデー

タを利用せざるを得なかった。経済，産業・資源，

政治・社会，教育・文化，医療の分野の主な要因

と資産格差との相関分析の結果を表 2 に示す。
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で世界の資産格差に関連して重要視されている指
標であり，彼は「長期的には資本収益率は経済成
長率を超える傾向がある」という結論を導出して
いる。しかし，本稿のデータでは資産格差との相
関は図 5 のようにきわめて低く（相関係数は 
-0.149），経済成長と資産格差は無関係であること
を示している。

　税制は貧富の差を縮めるために世界中のすべて
の国で導入されているが，資産格差に対する税対
策の有効性を実証した研究は多くない。特に，資
産は子や孫に引き継がれ，格差が相続によって固
定化，拡大することから，相続税関係の要因は先
行研究で検証されており，資産格差に大きな影響
を与えるとする研究がある 10-12)。 
　しかし，本稿の分析では各種税率と資産格差ジ
ニ係数との相関係数は，所得税 0.092，法人税 
0.216，相続税-0.071，株式税-0.035 であり，いず
れも低い。特に，所得税（図 6）と法人税（図 7）
の相関係数が正符号であることは，これらの税率
の高い国ほど資産格差が大きく，税制が有効に機
能していないことを示唆する。この結果は，
Piketty が著書の中で主張している「相続税のよ
うな 1 度きりの課税では公平性は保てない」，「資
産から生じる所得への課税では租税回避などが生
じやすく実効性が薄い」ことを実証していると考
えられる。
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3.2 産業・資源分野の要因

各種産業における付加価値生産性も資産の増加

をもたらし，その結果，資産の格差が増大する可

能性があるが，産業・資源分野の各種要因と資産

格差ジニ係数との相関はいずれも高くない。工業，

サービス，農業の付加価値（図 8，相関係数-0.311）

や石油，天然ガス，鉄鉱の生産高（相関係数-0.253）

の相関係数がいずれも負であることは，これらの

生産性が高い国ほど資産格差が小さいことを示し

ている。
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 3.3 政治・社会分野の要因 
　国の治安や政府の安定性もその国の資産格差に
影響を与える可能性がある。国内の治安の程度を
示す指標として殺人発生率を取り上げると，資産
格差ジニ係数との相関は図 9 のようになり，相
関係数は 0.402 とかなり高い。また，政府の安定
性を示す指数である Functional States Index（第 
1 位はスイスの 79.3，最下位は中央アフリカ共和
国の21.1）と資産格差との相関もかなり高い（相
関係数-0.291）。これらの結果から，治安が悪く，
政府が不安定な国ほど資産格差が大きい傾向があ
ることがわかる。
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3.4 教育・文化分野の要因

資産格差と教育の関係については，親の経済状

態が子の教育機会に影響し，高い教育が好条件な

就業機会につながり，さらに資産の拡大につなが

るといわれている。そのため，資産格差と教育関

係の要因との相関分析を行った先行研究は幾つか

ある 10-13)が，本稿のように世界の多数の国につい

て検証した研究はない。本稿の分析では，知能指

数（IQ）（相関係数-0.377）（図 10）やインターネ

ット利用率（相関係数-0.342）等，ここで検討し

た教育関連要因がすべて資産格差と負の相関を示

しており，教育投資や先端技術に意欲的な国ほど

資産格差は小さい傾向があることを示している。

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

50 70 90 110
知能指数(IQ)

資
産

格
差

ジ
ニ
係
数

図 10. 資産格差と知能指数(IQ)の相関

3.5 医療分野の要因

資産格差と医療要因との関係については，低所

得・貧困世帯の多い国ほど医療・福祉費の比率が

高く，したがって資産格差が増大すると考えられ

る。しかし，これまでのところ，健康要因と資産

格差との相関を分析した先行研究は少ない 9, 14, 15)。

本稿の分析では，病床数（相関係数-0.389）（図 11）

や医師数等の医療投資関係要因は資産格差と負，

エイズ死亡率（相関係数 0.386）等の疾病関係要因

は正の相関があり，医療投資が多く，疾病が少な

い国ほど資産格差が小さい傾向があることを示し
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格差との相関を分析した先行研究は少ない 9, 14, 

15)。本稿の分析では，病床数（相関係数-0.389）（図 
11）や医師数等の医療投資関係要因は資産格差と
負，エイズ死亡率（相関係数 0.386）等の疾病関
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4  結　論

　本稿では，世界の多数の国について資産格差お
よび所得格差のジニ係数のデータを用いて， 
Piketty が提出した結論の検証を行った。「資産
格差は所得格差より常に大きい」という結論は実
証できたが，「資産格差は経済成長率より常に大
きい」という結論については実証できなかった。
　また，資産格差のジニ係数と各種の要因との相
関を分析した結果，統計的に有意な幾つかの要因
を明らかにすることができた。この結果を基に，
資産格差に対する多数の要因の相対的な影響度を
明らかにするために，多変量解析の手法によって
決定要因の探索を行いたいと考えている。
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